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就業規則サンプル
（東京土建社労士ネット・総合事業支援センター）
※３月に配信した書類に追加分を含めました。また、数が多いため整理しました。
※別紙は、形式・用紙ヨコ・ＰＤＦなどです。
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ご利用前に必ずお読みください
１、就業規則サンプルの概要
　就業規則サンプルは、就業規則本文をはじめ１１項目２３種類、全４７ページで作成しました。就業規則本文は、第１章（総則）から第９章（附則）まで１０ページにまとめています。また、必要なコメントを入れています。特に、労働時間は、１年単位・１か月単位・フレックス・裁量労働制の４パターンに分け、それぞれに規定・協定・留意事項を作成しました。賃金規定も５ページにまとめ、必要なコメントを入れています。
時間外労働および休日労働に関する３６協定は、労働基準法第３６条に基づく協定書および協定届（様式第９号）の記載例を作成。その他、退職金規定、定年後再雇用従業員就業規則、育児介護休業規定、就業規則届などを作成しています。
２、労基法と労契法など
１、就業規則は（労働条件や服務規律など）使用者が作成しますが、就業規則が合理的であって、労働者に周知されている場合は、就業規則は労働契約の内容となり、使用者・労働者ともその内容に拘束されます（労契法7条）。
２、労働法の改正など必要な場合は就業規則を改正する必要があります。仮に既存の就業規則が改正立法の基準を下回っている場合は、その部分の就業規則は無効とされ、改正法の基準が適用になります（労基法92 条）。
３、使用者は、就業規則を従業員に周知しなければなりません（労基法106 条）。周知方法は、①事業場の掲示や備え付け、②従業員への配布など、労働者が常時確認できるようにしなければなりません（労基法施行規則52 条の2)。使用者が机の引き出しや金庫の中にしまったまま周知していない「就業規則」は、法的効力が一切認められないことになります。なお、労基法及び労基則、36協定などの書面協定についても労働者に周知する義務を負っています（労基法106 条）。
４、常時１０人以上の労働者とは？正社員だけでなくパート労働者など直接雇用するすべてを含みます。その場合、事業所は就業規則を作成しなければなりません（労基法８９条）。就業規則の作成義務、意見聴取義務、届出義務、周知義務に違反した場合、使用者には罰則（３０万円以下）の適用があります（労基法１２０条）。
５、１０人未満の事業所は就業規則の作成義務はありませんが、労働条件の明示が義務付けられています（労基法１５条）。
３、活用の目的
１、東京土建は、事業所の増加傾向と事業所向けの業務結集の観点から相談対応やセミナーなどをすすめ、今回、労働協約の普及にむけた前の段階として組合内事業所での可能な就業規則の改善と普及の一助として作成をすすめました。
２、建設業は、高齢化が進み、長時間労働解消のカギは人手不足問題の解決とも言われ、若者の就職動機は、「残業がない」｢休みが取れるかどうか」が基準となりつつあり、就業規則も休日の設定や各種手当などは工夫のポイントになります。
３、厚労省は「月80時間を超える残業のある事業所対策」など、①監督署の調査と呼び出し、②繰り返し労災事故、③残業代トラブルの３つのパターンを重視しています。
相談では、労働者が残業時間などで訴える事例も発生しています。就業規則は各事業所の経営姿勢、労使関係、業種などによって様々で、引き写しするという単純なものではありませんので、サンプルとして理解して活用してください。
４、取り扱いの留意点
１、サンプル（見本）ですので、就業規則の内容や必要な書類例の説明に活用して下さい。相談対応チェック表（別紙）も活用してください。
２、就業規則は事業主が作成するよう案内してください。
３、サンプルデータは、加筆・訂正して作成（完成）できるデータです。データが必要な組合事業所や組合員には無償で提供ができますが、「作成物は事業主の責任」と「他人に無断で提供しない」など、取り扱いには十分注意していただくよう案内してください。
なお、作成した就業規則、法改正による見直し・変更については事業所（使用者）責任となります。
４、就業規則は、労働条件や賃金、人事・服務規程などの待遇基準もあり、トラブルが生じないようにすることが大切です。特に建設業は労働時間対策と実態にあった規定づくりは一番に苦労するところです。労働時間の把握・管理、労働時間を規定で定める場合は、社労士ネットなどの専門家に相談するよう案内してください。
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就業規則　相談対応チェック・シート
	相談
事業所名
	会社
　　　　　　　　　　　　　様
	相談日
　　　年　　月　　日
	対応者


１、事業所に用意してほしいもの
	　下記①～⑤で、あると回答したものはご用意ください
	ある
	ない

	①事業内容・・・事業の種類や内容のわかるもの
	
	

	②労働条件通知書・・・雇入れ通知書など
	
	

	③労働者名簿
	
	

	④賃金台帳
	
	

	⑤タイムカード・出勤簿
	
	


２、チェック項目（現在の状況調べ：聞き取り）
	
	確認しておきたい事項

	①職種・仕事内容
	〇職種：具体的に（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
〇丁場（　町場　野丁場　新丁場　）該当に〇
〇多角経営などおこなっているか？

	②従業員数
	〇現場労働者　　人、〇事務職員　　人、〇パート　　人
〇外国人労働者　　　人、〇定年後再雇用者　　人　
計　　　人
〇外注（手間　　　人）、その他（　　　　　　　　　　　人）

	③賃金体系

	〇日給制（1日単位）／時給制（時間単位）／月給制（日給月給制と固定月給制）などにあてはまるものは？
〇締切日（　　　　日）、〇支払日（　　　　日）
〇手当等　通勤手当／時間外手当／休日勤務手当／深夜勤務手当などあてはまるものは？
〇その他あれば（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	④就業時間・休憩
	〇始業時間　　時　　分、〇終業時間　　時　　分
〇休憩時間　　時～　時、　時～　時、　時～　時
〇その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	⑤休日・休暇
	〇休日（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
〇休暇（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	⑥作成のきっかけは
	（　　）職場規律を重視したい・（　　）長く勤務し続けてもらいたい・（　　）人手不足解消・（　　）労働者１０人以上になったため



	対応処理
	（　　）社労士ネット　
（　　）その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　



１年単位の変形労働時間制の就業規則規定例と労使協定について
（１）１年単位の変形労働時間制とは
①１年など定めた期間を平均して週当たり４０時間という制度
　　「１ヵ月を超えて１年以内の一定期間」（変形期間は１年の場合が多いが３ヵ月としてもよい）を平均して１週間当たりの所定労働時間が４０時間を超えない範囲で、ある週は４０時間を超えて、ある日は８時間を超えて労働させることができる制度（労働基準法第32条の４で規定）。１年を変形期間とした場合の枠内に収めるべき法定労働時間は、
「３６５日÷７日×４０時間＝２，０８５時間」となる。
②どういう場合が適切か
　　月・時季によって繁閑の差がある場合、週休２日制を完全に実施できない場合などの実態があるところでは、この制度を採用しないと労働基準法上の条件を満たせないことが多い。主として、日々の労働時間を変えず（月単位・時季単位で変えることはもちろんある）、休日数（年末年始休み、お盆休みなど）の調整によって法定労働時間を変形して配置することを想定している。

（２）１年単位の変形労働時間制を採用するための要件
　１年単位の変形労働時間制は、必ず法律で定められた事項についての労使協定の締結が必要とされ、労使協定は所轄の労働基準監督署長への届出が必要（法定の届出書式を提出すればよい）。定めなければならない事項ごとのポイント（一定の法的規制がある）。
①対象となる労働者の範囲
　全従業員が対象なのか、職種を限定するのかを具体的に書く。
②対象期間・起算日
　対象期間が１年なのか３ヵ月なのか、その起算日がいつなのか（１月１日、４月１日など）を書く。
③対象期間における労働日および労働日ごとの所定労働時間
　対象期間全体のカレンダー（もしくは１ヵ月以上ごとのカレンダー）をあらかじめ示す。
　≪法で定められた規制事項：対象期間が３ヵ月以上の場合≫
　・所定労働日数の限度：年間２８０日
　・連続労働日数の限度：６日（繁忙な期間を定めた場合は１２日）
　・１日・１週の労働時間の上限：１日１０時間、１週５２時間
　・週４８時間の週の限度：連続３週間以内・３ヵ月３週間以内
　・時間外労働の上限：１ヵ月４２時間・１年間３２０時間
④特定期間
　特に繁忙な期間がある場合に書く（ない場合は書かなくてよい）。
⑤有効期間
　１年が原則（３年以内程度でも可）

就業規則規定例

	　第●●条　第●●条の定めにかかわらず、会社は従業員に対し、労働基準法第３２条の４に基づき、次の事項を定めた労使協定を締結して１年単位の変形労働時間制による労働をさせることがある。
　　(1)　対象となる従業員の範囲
　　(2)　対象期間・起算日
　　(3)　対象期間における労働日及び当該労働日ごとの所定労働時間
　　(4)　特定期間
　　(5)　有効期間
　２　締結した労使協定を就業規則に添付して就業規則の一部とする







１年単位の変形労働時間制に関する労使協定書

　株式会社○○○○と従業員代表○○○○（または株式会社○○○○労働組合）とは、１年単位の変形労働時間制に関し、次のとおり協定する。

（１年単位の変形労働時間制）
第１条　平成○○年○○月○○日から平成○○年○○月○○日までの１年間については、就業規則第○○条にかかわらず、第４条に定める従業員は本協定の定めるところによる。
（勤務時間）
第２条　１日の所定労働時間は８時間とし、始業時刻は午前○時、終業時刻は午後○時とする。
２　休憩時間は、正午から午後１時までとする（午前○時から○分、午後○時から○分）。
（休日）
第３条　休日は、年間○○○日とし、次のとおりとする。なお、この点につき年間カレンダーを別途定める。
　（１）毎日曜日
　（２）別紙カレンダーにより休日と定める日
　（３）国民の祝日
　（４）年末年始、夏季休暇として定められた日
（対象となる従業員の範囲）
第４条　本協定により変形労働時間制は、次のいずれかに該当する従業員を除く従業員に適用する。
　（１）18歳未満の年少者
　（２）妊娠中または産後１年を経過しない女性従業員のうち、本制度の適用除外を申請した者
　（３）育児や介護を行う従業員、職業訓練または教育を受ける従業員その他特別の配慮要する従業員従業員に該当する者のうち、本制度の適用除外を申請した者
（有効期間）
第５条　本協定の有効期間は、平成○○年○○月○○日から１年間とする。

　平成○○年○○月○○日
　株式会社○○○○　　代表取締役　　　　　　　　　㊞
　株式会社○○○○　　従業員代表　　　　　　　　　㊞



１ヵ月単位の変形労働時間制の就業規則規定例
（１）１ヵ月単位の変形労働時間制とは
①１か月など定めた期間を平均して週当たり４０時間という制度
　１ヵ月単位の変形労働時間制は、１ヵ月以内の一定期間（通常は１ヵ月）を平均して１週間当たりの労働時間が４０時間を超えない定めをした場合に、ある週において週４０時間を超えて、ある日において１日８時間を超えて、労働させることができるという制度（労働基準法第３２条の２）。枠内に納めるべき１ヵ月の所定労働時間の上限は、
３１日の月の場合、「３１日÷７日×４０時間＝１７７．１時間」、３０日の月の場合、「３０日÷７日×４０時間＝１７１．４時間」、２８日の月の場合、「２８日÷７日×４０時間＝１６０時間」となる。
②どういう場合が適切か
　　各日ないし週ごとに繁閑の差がある場合、週休２日制を完全に実施できない場合などの実態があるところに適切である。主として、日ごとあるいは週ごとに所定労働時間に差を設けて設計する場合が多い。

（２）１ヵ月単位の変形労働時間制を採用するための要件
　１ヵ月単位の変形労働時間制を採用するには、労使協定の締結・届出または就業規則に規定することが必要。１年単位の変形労働時間制のような細かな労働時間等の制限・上限は特にない。

就業規則により１ヵ月単位の変形労働時間制を採用する規定例
	第●●条　第●●条の定めにかかわらず、（現場作業・営業の職にある）従業員については、毎月１日を起算日とする１ヵ月単位の変形労働時間制により労働させることがある。
２　この場合の所定労働時間は、１ヵ月を平均して週４０時間以内とし、各日、各週の労働時間は次のとおりとする。
　１日～２０日：１日７時間、１週３５時間
　２１日～末日：１日８時間３０分、１週４２時間３０分
　（シフト制などの場合、事前にレンダー表を示すやり方もある）
３　各日の始業・終業の時刻は次のとおりとする。
　１日～２０日：午前８時～午後５時（休憩：●●～〇〇、計２時間）
　２１日～末日：午前８時～午後６時半（休憩２時間）
　（シフト表で勤務パターンごとに始業・終業時刻、休憩時刻を示すやり方もある）





フレックスタイム制の就業規則規定例と労使協定について
（１）フレックスタイム制とは
①１ヵ月以内の期間の総労働時間数の枠内で、労働者に始業・終業時刻を選択させる制度
　　１ヵ月以内の一定の単位期間において一定時間数労働することを条件として、労働者が、始業・終業時刻を自ら自由に選択できる制度（労働基準法第３２条の３）。１週・１日の所定労働時間を固定的に定める労働基準法３２条の例外ですが、使用者による労働時間把握義務の例外ではないので、当然割増賃金支払義務もあることに留意。
②どういう場合に適切か
　　日々の始業・終業時刻を固定することが適切でなく、労働者の裁量に任せた方がよい実態がある場合に採られる。仕事によって始業・終業時刻が一定しない企業実態があったり、裁量に任せた方がよい知的労働などのケースがある。ただし、会社全体のまとまりや会議の統一した開催などで困難になるという例もあるので注意する必要がある。

（２）フレックスタイム制を採用するための要件
　この制度を導入するためには、①一定の労働者につき、その始業・終業時刻を書く労働者の決定に委ねることを就業規則（またはそれに準ずるもの）に記載すること、②一定事項を定めた労使協定を締結すること（労使協定の届出は不要）の２つの要件が必要。
　労使協定で定める事項は、①対象となる労働者の範囲、②清算期間（いつからいつまでを単位とするか）、③清算期間における総労働時間、④標準となる１日の労働時間、⑤コアタイム（必ず労働しなければならない時間帯）を定める場合には、その開始・終了時刻、⑥フレキシブルタイム（労働することができる時間帯）を定める場合には、その開始・終了時刻。

就業規則規定例
	　第●●条　第●●条の定めにかかわらず、会社は、従業員に対し、次の事項を定めた労使協定を締結して、その従業員にかかる始業及び終業時刻をその従業員の決定に委ねることがある。
　①　対象となる従業員の範囲
　②　清算期間
　③　清算期間における総労働時間
　④　標準となる１日の労働時間
　⑤　コアタイムを定める場合には、その開始・終了時刻
　⑥　フレキシブルタイムを定める場合には、その開始・終了時刻
　２　前項の場合、締結した労使協定を就業規則に添付して就業規則の一部とし、就業規則に定めのない場合は、当該労使協定の定める内容によるものとする。




	フレックスタイム制に関する労使協定書（例）
　●●株式会社と●●株式会社の労働組合（従業員代表）とは、フレックスタイム制に関し、次のとおり協定する。
（対象となる労働者の範囲）
第１条　本協定でフレックスタイム制を適用する者は、次の者とする。
　①
　②
（清算期間）
第２条　労働時間の清算期間は、毎月２６日から翌月２５日までの１ヵ月とする。
（清算期間における総労働時間）
第３条　清算期間における総労働時間は、清算期間中の所定労働日数に、第４条に定める１日の標準労働時間を乗じた時間とする。
（標準となる１日の労働時間）
第４条　標準となる１日の労働時間は８時間００分とする。
（コアタイム）…任意規定
第５条　コアタイムは、午前１１時から午後３時とする。ただし、正午から午後１時までは休憩時間とする。
（フレキシブルタイム）…任意規定
第６条　フレキシブルタイムは、次のとおりとする。
　始業時間帯　午前７時～１１時
　終業時間帯　午後３時～１０時
（勤務予定表の提出）…任意規定
第７条　従業員は、毎週金曜日の正午までに、翌週月曜日から金曜日までの勤務予定表を所属長に提出しなければならない。
（早出・居残り）…任意規定です
第８条　会社は、前条の勤務予定表に基づき、業務上の必要がある場合、従業員に対し予定勤務時間前後の勤務（早出又は居残り）を命じることがある。
（超過勤務時間の取扱い）
第９条　第２条に定める清算期間のおける実労働時間が第３条の総労働時間を超過したときは、会社は、超過した時間に対して給与規程第●●条に定める時間外勤務手当を支給する。
（不足時間の取扱い）
第10条　第２条に定める清算期間における実労働時間が第３条に定める総労働時間に満たなかった場合は、３０時間を上限として翌月に繰り越すことができる。
　　ただし、不足時間が３０時間を超えた場合は、その時間については不就業時間として賃金を控除する。

（休日出勤）
第11条　就業規則第●●条に定める休日に勤務した場合は、フレックスタイム制は適用しないものとし、実労働時間に対し給与規程第●●条に定める休日勤務手当を支給するものとする。
（フレックスタイム制の解除）
第12条　会社は、業務上の都合により、本協定によるフレックスタイム制が適用される全部又は一部の従業員に対し、本協定に基づくフレックスタイム制の適用を解除し、就業規則第●●条に規定する通常勤務への復帰を命じることができる。
（有効期間）
第13条　本協定の有効期期間は、●●年●●月●●日から１年とする。ただし、有効期間満了１ヵ月前までに労使いずれからも申出がないときは、さらに１年間有効期間を延長するものとする。
　●●年●●月●●日
　　　　　　　●●株式会社　代表取締役　●●●●
　　　　　　　　　　　　　　従業員代表　●●●●








専門業務型裁量労働制に関する協定書
　
●●年　　月　　日、株式会社●●●●と同従業員代表●●●●とは、専門業務型裁量労働制につき、以下のとおり協定する。

（適用対象となる業務および対象者）
第1条　本協定の対象業務は、店舗等内装のデザイン業務とする。
2　本協定の対象者は（以下｢対象従業員｣という。）は、前項の業務に従事する者の中から、会社が指名するものとする。

（専門業務型裁量労働制の原則）
第2条　前条の規定により裁量労働を行う者については、会社は業務遂行の手段及び時間配分の決定等につき、具体的な指示をしないものとする。ただし、基本的な業務内容、職場秩序及び会社管理上必要な指示、職場の業務上の連絡調整又は自己の業務遂行状況の報告、特別な必要に基づく臨時的な指示等については、この限りではない。

（労働時間として算定される時間等）
第3条　対象従業員は、月曜日から金曜日の就労時間について、1日9時間労働したものとみなす。基本給として、月曜日から金曜日について1日7時間分、土曜日5時間分を支給する。
　したがって、月曜日から金曜日について1日9時間労働とみなす場合、1日２時間分の法定労働時間外について1.25倍を支給する。
　また、土曜日の労働については、裁量労働制の対象外となるため、所定労働時間を超える労働をした場合は1時間については1.25倍を支給する。

（始業・就業の時刻）
第4条　対象従業員の月曜日から金曜日の始業・終業の時刻は次のとおりとする。
　　始業時刻　午前10時00分
　　終業時刻　午後7時00分
2　対象従業員の土曜日の始業・就業の時刻は次のとおりとする。
　　始業時刻　午後0時00分
　　終業時刻　午後6時00分

（休憩）
第5条　対象従業員の休憩は、月曜日から金曜日は２時間、土曜日は1時間とし、その取得時間帯は随時とする。

（休日）
第6条　対象従業員の休日は、就業規則第●条の定めるところによる。
（休日振替）
第7条　業務上の必要から休日に勤務させることが必要な場合、事前に対象従業員と調整の上、原則として同一賃金計算期間内に振替日を設定する。

（休日労働）
第8条　業務上の必要から、やむを得ず振替日が設定できず、休日労働をさせる場合には、出来る限り早い時期に代休を修得させる。
2　前項の場合、法定休日労働に該当する場合には割増賃金（3割5分）のみを支給する。

（深夜労働）
第9条　対象従業員は。深夜労働（午後10時～翌午前5時）をする場合、事前に事業主の許可を得なければならない。
2　前項の場合には、割増賃金（2割5分）のみを支給する。

（対象従業員の健康と福祉を確保するための措置）
第10条　対象従業員の健康と福祉を確保するために、次の措置を実施する
　a) 事業主は、対象従業員の出社時刻、及び対象従業員の退社時刻が深夜時間帯に及ぶ場合その時刻を把握することによりその勤務状況を把握する。
　b) 事業主は、半年に1回、健康状態に関する聞き取り調査を行い、必要に応じて特別健康診断や産業医の面談指導等を行う。

（対象従業員の苦情の処理に関する措置）
第11条　事業場内に相談室を設け、専門業務型裁量労働制に関し運用方法や賃金制度や評価制度に関し、労働者からの苦情や相談を直接受け付け、個人情報に配慮した上で実態を迅速に調査し、解決策を探り、労使に報告し改善に努める。

（裁量労働制の解除）
第12条　会社は、業務上の都合により、本協定による裁量労働の適用を解除し、全部又は一部の対象従業員に対し、就業規則第●条の規定による通常勤務への復帰を命じることができる。

（記録の保存）
第13条　第10条、第11条の規定をもとに講じた措置の内容を対象従業員毎に記録し、当該記録を本協定の有効期間中及び期間満了後3年間保存するものとする。

（協定の有効期間）
第14条　本協定の行こう期間は平成●●年　　月　　日から平成●●年　月　　日までの1年間とする。

　平成●●年　　月　　日
株式会社●●●●　代表取締役　　　　　　　　　　　　　　　㊞
株式会社●●●●　従業員代表　　　　　　　　　　　　　　　㊞


専門業務型裁量労働制の就業規則規定例と労使協定について
（１）専門業務型裁量労働制とは
①法で定められた業務に限り、労使協定によりみなし労働時間を定める制度
　　専門業務型裁量労働制とは、法で定められた業務に限り（労規則24条の２で定められた業務）、実際に労働した時間数に関係なく労使協定で定める時間労働したものとみなす制度（労働基準法３８条の３）。
ただし、休憩時間、休日、時間外・休日労働、深夜業に関する法規制は適用されるので、例えばみなし労働時間数が法定労働時間を超える場合や法定休日に労働させる場合には、３６協定の締結・届出と割増賃金の支払が必要となり、深夜労働に対する割増賃金の支払も必要である。
②どういう場合が対象となるか
　建設業の場合に対象となる業務は、「建築士の業務」、「デザインの考案の業務」、「建築物内における照明器具、家具等の配置に関する考案、表現または助言の業務」などに限られる。

（２）専門業務型裁量労働制を採用するための要件
　専門業務型裁量労働制は、必ず労使協定によって、法所定の事項を定め、所定の様式により所轄労働基準監督署長に届け出なければならない。定める法定事項は以下の７項目。
①適用対象となる業務
②労働時間として算定される時間
③対象業務の遂行手段および時間配分の決定等に関し、当該業務に従事する労働者に具体的な指示をしないこと
④対象業務に従事する労働者の労働時間の状況に応じて実施する健康および福祉を確保するための措置
⑤対象業務に従事する労働者からの苦情処理に関する措置
⑥協定の有効期間
⑦上記④および⑤に関し、労働者ごとに講じた措置の記録を協定の有効期間およびその期間満了後３年間保存すること

就業規則規定例
	第●●条　会社は、従業員に対し、次の事項を定めた労使協定を締結して専門業務型裁量労働制による労働をさせることがある。
　上記①～⑦を列挙
　２　対象となる労働者は、前項②号に掲げる時間労働したものとみなす。
　３　労使協定を就業規則に添付し、就業規則に定めのない事項は労使協定による。










定年後再雇用従業員就業規則












株式会社●●●●

２０１●年●●月●●日施行
                                 

（目的）
第 １ 条　　この規則は、就業規則第●●に基づき、定年後再雇用従業員として雇用される者の身分について定めるものである。
２　　この規則に定めのない事項に関しては、就業規則および給与規程その他会社の諸規程を準用する。
（定年後再雇用従業員の定義）  
第 ２ 条　　この規則で定年後再雇用従業員とは、満●●歳で定年退職した者が継続して会社に勤務する者をいう。
（雇用契約）
第 ３ 条　　会社は、定年後再雇用従業員として採用した者に、雇用期間、勤務時間、給与等その者の就業に関する条件を明示し、雇用契約を結ぶものとする。
（雇用期間）
第 ４ 条　　定年後再雇用従業員の雇用期間は原則として１年単位とする。
２　　会社は、雇用期間満了の１ヵ月以上前に申し入れ、定年後再雇用従業員の同意を得て契約を更新することがある。
（勤務日・時間）
第 ５ 条　　定年後再雇用従業員の勤務する日数及び時間は各人別に定める。
（時間外労働）
第 ６ 条　　定年後再雇用従業員の時間外労働は就業規則の規定を準用する。
（年次有給休暇）
第 ７ 条　　年次有給休暇は、就業規則の規定に従う。なお、勤続年数は定年前の継続勤務年数を通算する。
（給与）
第 ８ 条　　給与は、次のように定める。
①　基本給：定年退職時の給与、あるいは資格・技能・経験を勘案して個別に定める。
②　諸手当：給与規程を準用する。
（賞与）
第 ９ 条　　賞与は、支給しない。
（退職金）
第１０条　　退職金は、支給しない。
（休職制度）
第１１条　　休職制度を適用しない。

（附則）
          本規程は、２０１●年●●月●●日から適用する。



時間外労働および休日労働に関する労使協定書
　
株式会社○○○○（以下、「会社」という）と従業員の過半数を代表する○○○○（以下、｢従業員代表｣という）とは、時間外労働および休日労働について、労働基準法第３６条に基づき、次のとおり協定する。

（時間外、休日労働をさせる必要のある具体的自由）
第１条　会社は、業務の季節的繁忙や期日・納期が迫った業務の処理に対応するため、所定労働時間を超えて時間外、休日労働を命ずることができるものとする。
（業務の種類および労働者）
第２条　時間外労働および休日労働を必要とする業務の種類および従業員数は次のとおりとする。
　①現場作業部門　　○人
　②総務経理部門　　○人
　③○○○○部門　　○人
（延長することができる労働時間）
第３条　法定労働時間を超えて延長することを命ずる時間は１日４時間（１年単位変形労働時間制の適用対象者は２時間）、１か月４５時間（同４２時間）、１年間３６０時間（同３２０時間）以内とする。
（労働することができる休日）
第４条　この協定によって労働することができる休日は、法定休日１か月当たり○日とし、１日実働８時間とする。ただし、その他の国民の祝日等の所定休日については、この協定によらず就業規則の定めるところにより労働できる。
２　休日の始業および終業時刻、休憩は次のとおりとする。
　　始業時刻　午前○時
　　終業時刻　午後○時
　　休憩時間　○時～○時
（有効期間）
第５条　この協定の有効期間は、平成○年○月○日から平成○年○月○日までの１年間とする。但し、有効期間満了の１ヵ月前までに、協定当事者のいずれからも異議がない場合は、同一内容にて本協定をさらに１年間更新するものとし、以降も同様とする。

　平成○年○月○日
株式会社○○○○　　代表取締役　　　　　　　　　　㊞
株式会社○○○○　　従業員代表　　　　　　　　　　㊞


就業規則届


○○労働基準監督署長殿

平成○年○月○日



今回、別添のとおり当社の就業規則、その他関係規程を制定いたしましたので、従業員代表の意見書を添付のうえお届けします。









事業所の所在地

事業所の名称

使用者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞


就業規則（変更）届


　労働基準監督署長殿


平成　　年　　月　　日


今回、別添の通り当社の就業規則を制定（変更）いたしましたので、従業員代表の意見書を添付のうえ、お届けいたします。

事業場の所在地　　　　　

電話番号　　　　　（０３）－

企業の名称　　　　　

使用者職氏名　　　　　　　　　　　　　　㊞



	労働保険番号
	都道府県
	所掌
	管轄
	基幹番号
	枝番号
	被一括事業場番号

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	　
	　
	　
	　

	業　　種
	
	労働者数
	　人




意見書

株式会社○○○○
代表取締役　○○　○○　殿

平成○年○月○日


平成○年○月○日付をもって意見を求められた就業規則等の案について、下記のとおり意見を提出します。

記















従業員代表：職名             　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　㊞
(選出の方法　　　　　　　　　　　　　　)
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２０１７年８月


作成


 


就業規則サンプル


 


（東京土建社労士ネット


・


総合事業支援センタ


ー


）


 


※３月に配信した書類に追加分を含めました。また、数が多いため


整理しました。


 


※別紙は、形式・用紙ヨコ・ＰＤＦなどです。
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1     ２０１７年８月 作成   就業規則サンプル   （東京土建社労士ネット ・ 総合事業支援センタ ー ）   ※３月に配信した書類に追加分を含めました。また、数が多いため 整理しました。   ※別紙は、形式・用紙ヨコ・ＰＤＦなどです。   （目次）   〇 ご利用前に必ずお読みください ・・・Ｐ . ２ - ３   〇 就業規則サンプル（資料一覧） ・・・Ｐ . ４   〇 就業規則   相談対応チェック・シート ・・・Ｐ . ５   〇 就業規則本文 （サンプル） ・・・別紙 ①   〇 賃金規程 （サンプル） ・・・別紙 ②   〇 年間カレンダー例 （エクセル シート ）・・・別紙 ③   〇 １年単位の変形労働時間制の就業規則規定例と 労使協定について ・・・Ｐ . ６ - ７   〇 １年単位の変形労働時間制に関する労使協定書 ・・・Ｐ . ８   〇 １ 年単位の変形労働時間制に関する協定届（ エクセル シート ） ・・・別紙④   〇 １ 年単位の変形労働制導入の手引き （ＰＤＦ） ・・・別紙⑤   〇 １ヵ月単位の変形労働時間制の就業規則規定例 ・・・Ｐ . ９   〇 フレックスタイム制の就業規則規定例と労使協定について ・・・Ｐ . １０ - １２   〇 専門業務型裁量労働制に関する協定書 ・・・Ｐ . １３ - １４   〇 専門業務型裁量労働制の就業規則規定例と労使協定について ・・・Ｐ . １５   〇 専門業務型裁量労働制に関 する協定届 （用紙ヨコ） ・・・別紙⑥   〇 定年後再雇用従業員就業規則 ・・・Ｐ . １６ - １７   〇 退職金規程 （ サンプル ） 一般用 ・・・別紙⑦   〇 退職金規程 （ サンプル ）中退共又は建退共用 ・・・別紙⑧   〇 育児介護休業規程例 ： 厚労省最新モデル規程 （ＰＤＦ） ・・・別紙⑨   〇 時間外労働および休日労働に関する労使協定書 ・・・Ｐ . １８   〇 36 協定 ： 時間外労働および休日労働に関する労使協定届 例（用紙ヨコ） ・・・別紙⑩   〇 36 協定届の記入例 （ＰＤＦ） ・・・別紙⑪   〇労働基準監督署提出用   就業規則届 ・・・Ｐ . １９   〇 労働基準監督署提出用   就業規則（変更）届 ・・・Ｐ . ２０   〇労働基準監督署提出用   意見書 ・・・Ｐ . ２１  

